（様式第３号）

業務実績等調査票
応募者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

【応募資格要件及び加点要素に関わる受託実績】
　　（※必ず記入　下記の欄に記入がない場合は応募できません。）
令和３年度から令和７年度までの間に、次の①～③に掲げる業務全てを含む内容の契約を同一自治体と締結した実績（同一自治体との契約であれば、①～③は個別の契約でも可とするが、①～③を合わせて実績１と数える）があること。ただし、対象契約の委託元は、東京２３区の自治体または中野区と同規模以上（令和７年１月１日現在の住民基本台帳人口が３０万人以上）の自治体に限る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①　給与支払報告書や確定申告書等の個人住民税賦課業務に係る課税資料の処理業務
[bookmark: _Hlk148724155]②　給与支払報告書他の課税資料の郵便物を開封し、受託規定に基づき内容を審査し、仕分け・整理する業務
③　給与支払報告書他の課税資料中の数値や文字のデータのオンライン入力業務
上記の実績について、下記に契約内容を記入して下さい。
	
区分
①～③
	契約相手先
（例）
東京都●●区
	相手先自治体の
住民基本台帳
人口
（令和7年1月1日現在）
	契約件名
	契約期間
（例）
2024.7～2025.6
	契約金額
※契約期間総額
	履行
完了
の
有無

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



※　住民基本台帳人口（令和7年1月1日現在）の多い相手先自治体の実績から順に記入すること。
※　なお、対象期間中に同一自治体と複数回の契約がある場合は、契約金額が最も大きいものを１件だけ記入すること。
※　欄が足りない場合は、適宜追加すること。
※　記入した受託実績について、契約書表紙および内訳・仕様等の写し（①②③の業務が含まれることを確認できるもの）を添付すること。
※　区分の欄には、契約内容に従い、上記業務の「①」～「③」を記入すること（例「①、②、③」、「①、③」）。なお、同一自治体との契約であれば、①～③は個別の契約でも可とするが、①～③を合わせて実績１と数えるので留意すること。
